
Ⅰ．はじめに

子どもの貧困は、発達、健康、教育、社会的適
応といった乳幼児期から青年期に至るまでの多様
な側面に深刻な影響を及ぼすだけでなく、将来的
な人的資本の形成や世代間における貧困の連鎖と
も密接に関係する重要な社会課題である（Al-
mond et al., 2018）。国際社会では貧困削減に向け
た取り組みが推進されており、持続可能な開発目
標（Sustainable Development Goals: SDGs）にお
いても、貧困問題への対応は中核的なテーマとし
て位置づけられている。例えば、SDGs 目標 1.1
では「1 日 1.25 ドル未満で生活する人の割合をゼ
ロにする」として絶対的貧困の撲滅が掲げられて
おり、主に低所得国の貧困の実態を捉える指標と
して用いられている。一方、目標 1.2 では「各国
の定義によるあらゆる次元の貧困状態にあるすべ
ての人々の割合を 2030 年までに半減させる」こ
とが掲げられ、貧困は高所得国においても解決す
べきグローバルな課題と認識されている（UN,
2015）。

こうした潮流のなかで、近年では子どもの貧困
に特化した政策や介入の重要性が強調されてい
る。子どもの貧困は、単なる所得の不足にとどま
らず、栄養、保健、教育、家庭環境といった複合
的かつ相互に関連する要因によって形成される多
面的な現象である（Bessell, 2022）。とりわけ

低・中所得国では、子どもの発達への初期投資の
欠如が長期的な人的資本の蓄積を阻害する要因と
な る こ と が 指 摘 さ れ て い る（Walker et al.,
2011）。そのため、多くの国や国際機関において
は、早期幼児教育（Early Childhood Education）
の充実や社会的セーフティネットの整備を通じ
て、子どもの成長と福祉の保障を図る取り組みが
展開されている（Britto et al., 2017）。

なかでも、乳幼児期の子どもの発達（Early
Childhood Development: ECD）は、脳 の 発 達、
認知・非認知能力の形成、身体の成長、社会情緒
の成熟といった側面にとって極めて重要であり、
国家の将来的な発展にも直結する課題として国際
的 に 注 目 さ れ て い る（Black et al. , 2017 ;
Grantham-McGregor et al., 2007）。こうした視点
から、乳幼児期の発達支援は人的資本形成にとっ
て基盤的な投資と位置づけられている。

子どもの貧困を測定する際には、多くの先進国
で相対的貧困率が主な指標として用いられてお
り、日本でも例外ではない。この指標は、等価可
処分所得が中央値の 50％ 未満である世帯に属す
る子どもの割合を示し、所得格差を定量的に把握
する手段として広く活用されている。しかし、貧
困は所得水準だけで測れるものではなく、教育機
会、健康状態、社会的排除といった多様な要素が
複雑に絡み合っており、相対的貧困率だけではそ
の全体像を十分に捉えきれないことが指摘されて
いる（Bradshaw and Finch, 2003）。

このような課題を背景に、所得以外の側面にも
着目した多次元的な貧困の測定が国際的に注目を
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集めている。代表的な指標として、国連開発計画
とオックスフォード貧困・人間開発イニシアティ
ブが開発した多次元貧困指数（Multidimensional
Poverty Index: MPI）があり、栄養、児童死亡
率、教育、衛生環境などを包括的に評価すること
ができる（Alkire et al., 2015）。また、国連児童
基金（UNICEF）が提唱する Multiple Overlap-
ping Deprivation Analysis（MODA）は、子ども
の視点に立った貧困測定手法として、低所得国の
みならず高所得国における有効性も示されている

（Chzhen et al., 2016; Hjelm et al., 2016）。
日本でも貧困の尺度として、従来の相対的貧困

率に加えて、物質的剥奪指標の導入が注目されつ
つある。これは、所得だけでは測定しきれない生
活水準や社会的排除の状況を把握できる手法とし
て評価されており（阿部，2014）、貧困状態をよ
り包括的に捉えるための重要なアプローチとされ
ている。しかしながら、国内の先行研究の多くは
小・中・高校生を対象としており（阿部，2017,
2018；山口・知念，2021）、就学前の乳幼児を対
象とした研究はごく限られている。さらに、日本
において、乳幼児の発達と多次元的貧困の関連性
を実証的に明らかにした研究は極めて少ない。

こうした研究上のギャップを踏まえ、本研究で
は独自に実施したアンケート調査をもとに、就学
前児童を対象とした多次元的貧困指標を作成し、
それが乳幼児の発達（認知、身体、社会情緒）に
どのような影響を与えているのかを実証的に分析
する。これにより、日本における子どもの貧困研
究に新たな視点を提供し、政策的な示唆を導き出
すことを目的とする。

Ⅱ．研究手法

データ
本研究は、日本における子どもの貧困の実態を

明らかにすることを目的とし、株式会社クロス・
マーケティングに調査を委託して、2025 年 3 月
にインターネット調査を実施した。調査対象は、
2020 年 4 月 2 日～2021 年 4 月 1 日生まれの年少
児（3 歳児クラス）、および 2019 年 4 月 2 日～
2020 年 4 月 1 日生まれの年中児（4 歳児クラス）

のいずれかに該当する子どもをもつ母親である。
対象となる子どもが複数いる場合は、最も年長の
子ども（長子）を対象として回答を依頼した。こ
のうち、本研究では、年少児（3 歳児クラス）に
該当する 406 名の子どもを分析対象とした。

子どもの活動・体験の剥奪の指標
子どもの健全な発達には、衣食住などの基本的

ニーズの充足に加え、教育的・文化的・社会的な
経験の機会が保障されていることが不可欠であ
る。特に、家庭内外での多様な体験や人との交流
は、非認知能力の形成、自己肯定感の醸成、対人
スキルの習得に重要な役割を果たすことが指摘さ
れている（Heckman and Kautz, 2014）。欧州諸
国 で は、European Union Statistics on Income
and Living Conditions（EU-SILC）や UNICEF
の Report Card シリーズなどにおいて、子ども
の剥奪状態を捉えるための包括的指標が導入され
ており、学校外学習、友人との交流、旅行などが
重要な評価項目として位置づけられている

（Bradshaw et al., 2013）。
本研究では、阿部（2017, 2018）が小学 5 年生

を対象に開発した保護者回答型の質問票を参考に
しつつ、就学前児童を対象とした活動・経験の剥
奪に関する 16 項目からなる剥奪指標を以下の通
り設定した。これには、「誕生日を祝う」「家族旅
行に行く」「子どもの年齢に合った絵本や本」な
ど、日常生活に根ざし、発達にとって重要な活動
や経験が含まれている。これらの活動・経験は単
なる娯楽ではなく、子どもが社会的に包摂され、
発達資源にアクセスできているかを測定する上
で、極めて重要な指標となる。

1．子どもが欲しがるお菓子やおもちゃなどを
必要に応じて買う

2．毎年新しい洋服や靴を買う
3．習い事（学習、音楽、スポーツなど）に通

わせる
4．お誕生日のお祝いをする
5．クリスマスのプレゼントや正月のお年玉を

あげる
6．子どもの保育園や幼稚園の行事に親が参加
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する
7．子どもと一緒に公園や遊具のある場所に遊

びに行く
8．家族旅行に行く（年に一度以上）
9．海やレジャープールで遊ぶ（年に一度以

上）
10．博物館、科学館、美術館、動物園などに行

く（年に一度以上）
11．キャンプやバーベキューに行く（年に一度

以上）
12．子ども向けのイベント（音楽や歌、スポー

ツなど）に行く（年に一度以上）
13．遊園地やテーマパークに行く（年に一度以

上）
14．子どもの年齢に合った絵本や本
15．子ども用のおもちゃや遊具
16．子どもが安心して遊んだり学んだりするス

ペース

分析手法としては、国際的に認知された貧困測
定 法 で あ る Alkire-Foster 手 法 を 採 用 し た

（Alkire and Foster, 2011）。本研究では、剥奪指
標の 16 項目中、8 項目以上が欠如している場合
に「子どもの活動・体験の剥奪ダミー＝1」を、
そうでない世帯に「＝0」を割り当てた。

家計の逼迫の指標
子どもの健全な育成には安定した家庭環境が不

可欠であり、なかでも家計の健全性は中核的要素
である。生活必需品やインフラに対する支出能力
が損なわれると、子どもの基本的ニーズや教育・
社会的経験へのアクセスが制限され、長期的な発
達に深刻な影響を及ぼすことが国際的に示されて
いる（Yoshikawa et al., 2012）。また、経済的困
窮は親の精神的健康にも悪影響を及ぼし、結果的
に養育行動の質が低下する傾向があることが、家
族ストレスモデル（Family Stress Model）とし
て報告されている（Masarik and Conger, 2017）。
本研究では、阿部（2017, 2018）を参考に、生活
インフラおよび日常消費に関わる以下の 7 項目に
ついて、支払い・購入の有無を確認した。

1．通信料金
2．電気料金
3．ガス料金
4．水道料金
5．家賃
6．食料
7．衣服

項目 1～5 については、「過去 1 年の間に、経済
的な理由で料金を支払えなかったことがあった
か」という質問に「あった」と回答した場合、ま
た項目 6～7 については、「過去 1 年の間に、経済
的な理由で家族が必要とする食料（衣類）を購入
できなかったことがあったか」という質問に「よ
くあった」「ときどきあった」と回答した場合に、
支払いまたは購入が「欠如」と判断した。これら
はいずれも日常生活を送る上で不可欠な支出項目
であり、7 項目のうち 1 つでも欠如があった場合
には「家計逼迫ダミー＝1」、そうでない世帯には

「＝0」を割り当てた。

所得貧困の指標
本研究では、子どもの育成環境に影響を与える

社会経済的要因の一つとして、広く用いられてい
る所得貧困の有無を把握するために、所得貧困ダ
ミー変数を構築した。所得貧困は、一般に世帯単
位の等価可処分所得を基準として判定される。具
体的には、以下の手順に基づいて所得貧困の判定
を行った。まず、各世帯の年間可処分所得（税・
社会保険料等を控除した後の所得）を尋ね、それ
を世帯人員の平方根で除して、本調査サンプルで
の等価可処分所得を算出した。次に、その等価可
処分所得の中央値を算出し、その 50％ 未満の水
準を貧困ラインと定義した。この方法は、EU

（特に EU-SILC）や日本における標準的な相対的
貧困の測定法である（厚生労働省，2023）。本研
究では、この基準に基づき、貧困ラインを下回る
世帯に「所得貧困ダミー＝1」を、そうでない世
帯に「＝0」を割り当てた。

貧困の重複の指標
本研究では、子どもの貧困の多面的構造をより
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精緻に把握することを目的として、先述の 3 つの
指標、すなわち「子どもの活動・体験の剥奪」

「家計の逼迫」「所得貧困」に着目し、それらの重
層的な重なりの実態を分析対象とした。具体的に
は、「子どもの活動・体験の剥奪」と「家計の逼
迫」の双方に該当する世帯、「子どもの活動・体
験の剥奪」と「所得貧困」の双方に該当する世
帯、ならびに「家計の逼迫」と「所得貧困」の双
方に該当する世帯をそれぞれ識別した。

さらに、回帰分析においては、各世帯の貧困状
態を該当する指標の数に基づき、「1 軸貧困（い
ずれか 1 指標に該当）」「2 軸貧困（2 指標に該
当）」「3 軸貧困（すべての指標に該当）」の三類
型に分類し、貧困の重層性および深刻度に関する
定量的な検討を行った。なお、いずれの指標にも
該当しない世帯については「貧困なし（0 軸）」
と定義し、非貧困層として参照群に位置づけた。

育児環境としつけの指標
子どもの健全な成長および発達を支える上で、

家庭における育児環境は極めて重要な要因であ
る。とりわけ、乳幼児期から学齢前期にかけての
時期においては、保護者による学習意欲の早期喚
起（early stimulation）や 応 答 的 養 育（respon-
sive care）といった関わりが、子どもの認知的・
情緒的発達において中核的な役割を担うことが、
先行研究により繰り返し示されている（Engle et
al., 2011; Jeong et al., 2021）。例えば、保護者が
子どもに本の読み聞かせをする、歌を歌う、家庭
内外で一緒に遊ぶといった日常的な活動は、家庭
環境における育成的働きかけの指標として、数多
くの実証研究において用いられてきた（Born-
stein and Putnick, 2012; Lu et al., 2020）。

本研究では、家庭内における育児環境の質を客
観的かつ包括的に測定するための指標として、

「良好な育児環境・しつけスコア」を作成し、主
要な分析変数として用いた。このスコアは、

“National Longitudinal Survey of Youth Appen-
dix A: HOME-SF Scales（NLSY79 Child）”に 基
づ き（U.S. Bureau of Labor Statistics, n.d.）、日
本における安梅（2004）の知見も参照した上で設
計した。具体的には、保護者の肯定的なしつけ行

動（例：子どもを褒める、抱きしめる、話しかけ
る）および、子どもの認知的・情緒的発達を促進
する活動（例：絵本の読み聞かせ、歌唱、遊びな
ど）に関する以下の 15 の具体的な項目から成る。

1．10 冊以上の子ども用の本が見えるところ
にある

2．週に 3 回以上、子どもに絵本や本の読み聞
かせをしたり、絵を見せたりする

3．週に 1 回もしくは月に 2～3 回は、子ども
を買い物に連れていく

4．子どもは、家庭で毎日 1 回以上、少なくと
も 1 人の親（またはその他の大人の養育
者）と食事をする

5．家族が少なくとも 1 冊の雑誌を購読してい
る

6．子どもが音楽再生デバイスを使って、少な
くとも 5 枚の CD 相当の楽曲を聴くこと
ができる

7．子どもに数字や算数を教える
8．子どもにひらがななどの文字を教える
9．子どもに色を教える

10．子どもに形や大きさを教える
11．子どもは朝食と昼食のメニューをある程度

選ぶことができる
12．子どもはテレビや動画を 1 日 5 時間以上観

ない
13．子どもを叩かない
14．子どもをどならない
15．子どもが誰かを叩いた場合に、叩いたりど

なったりせず、言葉によるしつけを行う

各項目について、肯定的な育児行動が観察され
た場合に 1 点を付与し、合計点（0～15 点）によ
って育児環境の質を数値化した。得点が高いほ
ど、子どもの発達にとってより望ましい家庭環境
が整備されていると解釈される。本スコアは、子
どもの身体的・心理的安全の確保に加えて、認知
的刺激や情緒的支援の提供といった育成的要素を
統合的に捉えることを目的としている。さらに、
本スコアは保護者の日常的な育児行動に加え、家
庭内に存在する文化的・教育的資源（例：本や音
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楽へのアクセス、教育的対話の頻度など）も反映
する構成となっており、生活単位としての家庭全
体における子育て環境を多角的に評価することを
可能とする。

乳幼児発達の指標
近年、乳幼児期における発達の適切な評価は、

教育・保健・福祉政策における重要課題として国
際的に注目を集めている。特に、SDGs の目標 4

「質の高い教育をみんなに」では、早期発達の支
援が中核的要素とされており、その達成度を測定
する指標として、ターゲット 4.2.1「健康、学習
および心理社会的な幸福に関して年齢相応に発達
している満 5 歳未満の子どもの性別ごとの割合」
が設定されている。このような背景のもと、各国
における幼児発達の現状把握および改善に向けた
取り組みが求められている。

この国際的な指標に対応する形で、UNICEF
は、2 歳から 4 歳までの乳幼児の発達を包括的に
評価するための測定ツール「Early Childhood
Development Index 2030（以 下、ECDI 2030）」
を開発した。ECDI 2030 は、生後 24 か月から 59
か月の子どもを対象とし、母親または主たる養育
者による報告に基づき、子どもが年齢に応じた発
達の主要なマイルストーンをどの程度達成してい
るかを評価するものである。本尺度は、子どもの
日常的な行動、習得しているスキルや知識に関す
る 20 項目の質問から構成され、「学習能力」「身
体能力」「社会情緒」の 3 領域に分類されている。
このように、ECDI 2030 は身体的発達に加えて、
社会的・情緒的適応力や学習の準備状態といった
多面的な側面を含む、総合的な発達評価ツールと
して設計されている（UNICEF, n.d.）。

本研究においては、日本語版の ECDI 2030 が
公式には存在しないことから、原典と翻訳ガイド
ラインに基づいて全 20 項目を日本語に翻訳した。
その際、日本の文化的・言語的文脈においても意
味が通じ、かつ妥当性を損なわないよう、表現や
用語の整合性を考慮しながら各項目を整理・分類
し、今回の研究対象である 3 歳児の発達評価に用
いた。

（1）学習能力
Q1．「ママ」や「ボール」など、10 語以上の

単語を言うことができるか
Q2．「お 水 が ほ し い」や「家 は 大 き

い」のように、3 語以上の意味のある文
を話すことができるか

Q3．「ママ が リンゴ を 切った」「お風
呂 に おもちゃ を 持っていく」の
ように、5 語以上の意味のある文を話す
ことができるか

Q4．「わたし」「あなた」「かれ」「かのじょ」
などの代名詞を正しく使えるか（例えば、

「わたしはお水がほしい」や「かれはごは
んを食べる」など）

Q5． よく知っているもの（コップや動物など）
を見せたときに、一貫してその名前を言
うことができるか

Q6． ひらがな 5 文字以上を認識することがで
きるか

Q7． 自分の名前を書くことができるか
Q8． 1 から 5 までの数字をすべて認識できる

か
Q9． 3 つのもの（例えば、小石 3 個や豆 3 粒）

を渡すように頼んだとき、正しく 3 つ渡
すことができるか

Q10．10 個のもの（例えば、10 本の指や 10 個
のブロック）を、間違えずに数えること
ができるか

Q11．ぬり絵をしたり、ブロックで遊んだりす
るときに、何度も助けを求めたり、すぐ
にあきらめたりせずに取り組むことがで
きるか

（2）身体能力
Q1． でこぼこした道や坂道など、不安定な場

所を転ばずに歩くことができるか
Q2． 両足を同時に地面から離して、ジャンプ

することができるか
Q3． ズボンやシャツなどの衣服を 1 人で着る

ことができるか
Q4． ボタンを 1 人で留めたり外したりするこ

とができるか
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（3）社会情緒
Q1． 親以外の親しい人（例えば、祖父母）が

いないときに、「おばあちゃんはどこ？」
のように、その人について尋ねるか

Q2． 誰かが困っているときに、自分から助け
ようとするか

Q3． 他の子どもたちと良好な関係を築けるか
Q4． とても悲しそうにしたり、落ち込んだり

しているように見えるか（毎日、毎週、
毎月、年に数回、一度もない）

Q5． 同じ年齢の子どもと比べて、どのくらい
の頻度で他の子どもや大人を蹴ったり、
噛んだり、叩くか（全くない、少ない、
同じ、多い、非常に多い）

なお、質問項目のうち「社会情緒」領域に含ま
れる Q4 および Q5 は反転項目であり、保護者が
下線で示された選択肢を選んだ場合には、発達状
態が良好であると判定できるようスコア化を行っ
た。本研究では、「学習能力」「身体能力」「社会
情緒」の各領域において、それぞれの質問項目に
対する保護者の回答をもとに、子どもが該当する
行動やスキルを有しているか否かを判定した。各
領域における該当項目の合計数をもってスコアを
算出し、これを発達のアウトカム変数として分析
に用いた。

コントロール変数
回帰分析にあたっては、子どもおよびその家族

の社会経済的背景を幅広く考慮するため、多様な
コントロール変数を設定した。まず、子どもの属
性として、性別および月齢を用いた。月齢につい
ては、48～50 ヶ月、51～53 ヶ月、54～56 ヶ月、
57～59 ヶ月の 4 区分に分類した。家族構成に関
しては、同居する子どもの人数を、対象となる子
ども本人も含めて 1 人、2 人、3 人、4 人以上の
カテゴリーに区分した。保護者に関する変数とし
ては、母親および父親それぞれについて、年齢

（母 親：24～29 歳、30～34 歳、35～39 歳、40～
49 歳；父 親：26～34 歳、35～39 歳、40～44 歳、
45～70 歳）、最終学歴（中学校卒業、高校・専門
学校・短期大学卒業、大学卒業、大学院修了）、

および職業（正規雇用、非正規雇用、自営業・フ
リーランス・その他、無職・専業主婦・主夫）を
含めた。加えて、住居形態（持ち家（〔一戸建
て・分譲マンション、購入済み・ローン返済中を
含む〕）、民間賃貸、公的住宅・社宅・家族からの
支援による居住、その他）、子どもの日中の保育
先（保育所、幼稚園・認定こども園、家庭保育
等）、世帯所得階級（200 万円未満、200～500 万
円未満、500～800 万円未満、800～1,200 万円未
満、1,200 万円以上）、および居住地域（北日本、
関東、中部、近畿、中国・四国、九州・沖縄）を
コントロール変数として含めた。

統計分析
本研究では、3 歳児の発達指標として、学習能

力、身体能力、社会情緒の 3 領域における達成項
目数（スコア）をアウトカム変数（従属変数）と
設定した上で、子どもの貧困指標と育児環境・し
つけに関する変数を主たる説明変数として、回帰
分析を実施した。各発達領域のスコアは離散的か
つ非負の整数値をとるカウントデータであること
から、ポアソン回帰モデルおよび負の二項回帰モ
デ ル（Negative Binomial Regression Model）を
用いて分析を行った。

ポアソン回帰モデルは、一定の時間・空間内に
おける事象の発生回数をモデリングするのに適し
ており、特に児童発達や健康アウトカムといっ
た、単位ごとの達成項目数を扱う社会疫学的研究
において広く用いられている（Cameron and
Trivedi, 2013）。ただし、ポアソン回帰の前提条
件は「平均と分散の等値性（equidispersion）」で
あるため、過分散（overdispersion）が存在する
場合には、標準誤差が過小評価され、統計的有意
性が過大に評価されるリスクがある。この点に留
意し、本研究ではまずポアソン回帰を適用した上
で、モデルの適合性を検証するために逸脱度

（deviance）と自由度の比に基づいて過分散の有
無を評価した。検定の結果、過分散が統計的に確
認された場合には、代替モデルとして負の二項回
帰モデルを採用した。負の二項回帰モデルは、ポ
アソン回帰に比して分散に自由度を持たせること
で、個人間の非観測的な異質性を統計的に考慮可
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能であり、社会調査や発達研究において高い実用
性が認められている。

各回帰モデルにおいては、説明変数の効果を発
生 率 比（Incidence Rate Ratio: IRR）で 評 価 し
た。IRR は、説明変数が 1 単位変化した際にア
ウトカム変数（発達スコア）の期待値が何倍にな
るかを示す指標である。例えば、ある変数の
IRR が 1.20 である場合、その変数が 1 単位増加
することにより発達スコアが平均して 20％ 上昇
することを意味し、逆に IRR が 0.80 であれば、
発達スコアは平均 20％ 低下することを意味する。

Ⅲ．結果

子どもの貧困の状況
本研究では、子どもの貧困（子どもの活動・体

験の剥奪、家計の逼迫、所得貧困）、育児環境と

しつけ、3 歳児の発達（学習能力・身体能力・社
会情緒）に関する各種指標を用いて測定を行っ
た。まず表 1 は、子どもの活動・体験の剥奪に関
する測定結果である。最も剥奪の割合が高かった
項目は「キャンプやバーベキューに行く（年に一
度以上）」で 77.1％、次いで「習い事（学習、音
楽、スポーツなど）に通わせる」が 69.7％、「海
やレジャープールで遊ぶ（年に一度以上）」が
59.6％ であった。一方で、剥奪の割合が最も低か
ったのは「子ども用のおもちゃや遊具」（3.9％）
および「子どもの年齢に合った絵本や本」（4.9
％）、「子どもが安心して遊んだり学んだりするス
ペース」（7.1％）であった。その他、「お誕生日
のお祝いをする」（21.9％）、「親が保育園や幼稚
園の行事に参加する」（26.8％）など、家庭内で
の基本的な行事に関する剥奪割合も 3 割を下回る
結果となった。16 項目の合計スコアの平均は

表 1 子どもの活動・体験の剥奪の測定結果

表 2 家計の逼迫の測定結果
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6.07 点であり、8 項目以上に欠けているケース
（子どもの活動・体験の剥奪ダミー＝1）は 33.5％
と確認された。

表 2 は、家計の逼迫に関する測定結果である。
逼迫度が高かったのは、食料（21.2％）と衣服

（20.9％）であり、光熱費や家賃関連の項目は 6～

7％ 台にとどまった。7 項目のうち、1 項目でも
欠けているケース（家計の逼迫ダミー＝1）は
26.1％ であった。

表 3 は、所得貧困に関する測定結果を示す。本
調査における世帯の可処分所得の平均は 588.8 万
円、世帯人数の平均は 2.9 人であった。これを踏

表 3 所得貧困の測定結果

表 4 貧困の重複度の測定結果

表 5 育児環境としつけの測定結果
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まえ、等価可処分所得（可処分所得を世帯人数の
平方根で割った値）の平均は 358.3 万円となっ
た。また、等価可処分所得の中央値は 317.5 万円
であり、その 50％ に相当する金額である貧困線
は 158.8 万円と定義された。この基準に基づく
と、等価可処分所得が貧困線未満である世帯（所
得貧困ダミー）は全体の 16.0％（標準偏差＝
0.367）を占めた。

厚生労働省の「国民生活基礎調査」によると、
2022 年時点における日本の貧困線（全国の等価
可処分所得の中央値の 50％）は年間 127 万円と
されており、これを下回る世帯員の割合、すなわ
ち相対的貧困率は 15.4％ であった。また、18 歳
未満の子どもに限定した子どもの貧困率は 11.5％

と報告されている（厚生労働省，2023）。本調査
の貧困線はやや高めに計算されたものの、所得貧
困率（16.0％）は厚労省の全国統計と概ね同水準
にあり、調査対象の代表性やデータの妥当性が一
定程度確保されているとみなせる。

表 4 は、子どもの活動・体験の剥奪、家計の逼
迫、所得貧困の 3 軸に基づいた貧困の重複の測定
結果を示す。いずれか 1 つの軸のみに該当する 1
軸貧困は 25.1％、2 つの軸に該当する 2 軸貧困は
17.5％、3 つ全てに該当する 3 軸貧困は 5.2％ で
あった。なお、いずれの軸にも該当しない世帯

（0 軸、貧困なし）は 52.2％ であり、過半数では
あるが、残りの 47.8％ は何らかの形で貧困の状
況に陥っていることが明らかになった。具体的な

表 6 3 歳児の発達の測定結果
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重複パターンとしては、子どもの活動・体験の剥
奪と家計の逼迫の重複が 16.0％ と最も多く、子
どもの活動・体験の剥奪と所得貧困（9.6％）、家
計の逼迫と所得貧困（7.4％）の順であった。

表 5 は、良好な育児環境としつけの測定結果で
ある。実施割合が高い項目は、「子どもが家庭で
毎日 1 回以上、少なくとも 1 人の親（またはその
他の大人の養育者）と食事をする」（68.0％）と

「週に 1 回もしくは月に 2～3 回は、子どもを買い
物に連れていく」（67.2％）であった。また、「10
冊以上の子ども用の本が見えるところにある」

（54.7％）、「子どもに色を教える」（5.47％）、「子
どもに形や大きさを教える」（53.2％）も比較的
高い水準であった。一方で、「家族が少なくとも
1 冊の雑誌を購読している」は 9.4％、「子どもが
音楽再生デバイスで 5 枚相当の楽曲を聴ける」は
11.8％ と低水準であった。しつけに関連する項目
では、「子どもを叩かない」は 46.1％、「どならな
い」は 28.3％ と、肯定的な養育態度が必ずしも
広く実施されているとはいえない結果であった。
これら 15 項目の合計スコアの平均は 6.68 点であ
った。

最後に、表 6 は 3 歳児の発達指標の測定結果で

ある。まず、学習能力の領域（全 11 項目）では、
「10 語以上の単語を言うことができる」が 78.3
％、「3 語以上の意味ある文を話す」が 77.6％、

「5 語以上の文を話す」が 74.6％ と、言語能力の
基本的な発達は比較的良好であることが示され
た。一方、「自分の名前を書くことができる」は
30.5％ と低めであった。学習能力の合計スコアの
平均は 7.03 点であった。続いて、身体能力の領
域（全 4 項目）では、「ジャンプできる」（79.3
％）、「不安定な道を転ばずに歩ける」（76.4％）、

「衣服を一人で着られる」（74.1％）と高い達成率
を示し、合計スコアの平均は 2.96 点であった。
最後に、社会情緒の領域（全 5 項目）では、「他
者が困っているときに助けようとする」（60.3
％）、「他の子どもと良好な関係を築ける」（67.2
％）といった項目が中程度の達成割合を示した。
社会情緒の合計スコアの平均は 3.51 点であった。

図 1 は、子どもの発達に関する 3 つの領域（学
習能力、身体能力、社会情緒）のスコア平均を、
貧困の重複度別に比較したものである。まず学習
能力のスコアを見ると、貧困なしのグループでは
平均 9.02 と非常に高い水準にあるが、1 軸貧困で
5.97、2 軸貧困で 3.94、3 軸貧困では 2.43 と、貧

図 1 貧困の重複度と 3歳児の発達スコア
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困の重なりが増すにつれて急激に低下している。
次に身体能力のスコアは、貧困なしで 3.70、1 軸
貧困で 2.56、2 軸貧困で 1.80、3 軸貧困で 1.33
と、こちらも明確な負の関連が見られる。さらに
社会情緒のスコアも同様の傾向を示しており、貧
困なしでは平均 4.25、3 軸貧困では 1.52 と約 3 分
の 1 にまで低下している。このように図 1 は、貧
困の重なりが子どもの発達全般に深刻な影響を与
えていることを示している。特に 3 軸貧困に該当
する子どもたちは、学習・身体・社会情緒のいず
れの領域においてもスコアが著しく低下している
ことが明らかとなった。

記述統計
表 7 は、回帰分析に用いる変数の記述統計を示

している。アウトカム変数である子どもの発達ス
コアに関しては、学習能力（11 項目の合計得点）
の平均が 7.03 点、身体能力（4 項目）の平均が
2.96 点、社会情緒（5 項目）の平均が 3.50 点とな
った。特に学習能力スコアの標準偏差（S.D.＝
4.00）は他の二領域に比して大きく、個人差が相
対的に大きいことが示唆される。

説明変数については、子どもの活動・体験の剥
奪の割合は 33.5％、家計の逼迫は 26.1％、所得貧
困に該当する世帯は 16.0％ であった。特に、子
どもの活動・体験の剥奪に関する標準偏差は
0.473 と比較的大きく、家庭間における格差の顕
著さが示唆される。また、複数の貧困軸にまたが
る重複度については、いずれの貧困にも該当しな
い「貧困なし」が 52.2％ と過半数を占めていた。
一方で、1 軸貧困は 25.1％、2 軸貧困は 17.5％、3
軸貧困は 5.2％ であった。また、育児環境・しつ
けに関する指標（15 項目の合計得点）は平均
6.68 点であり、標準偏差は 4.43 と比較的大きく、
家庭ごとに育児環境の質に大きなばらつきがある
ことがうかがえる。

コントロール変数に関しては、まず子どもの性
別はほぼ均等に分布しており、女児の割合は 51.2
％であった。月齢に関しては、3 歳児の年齢帯

（48～59 か月）の 3 ヶ月ごとの区分においてほぼ
均等な分布が確認された。きょうだい構成では、
同居する子どもが 1 人（本人のみ）の家庭が 44.6

％、2 人の家庭が 38.4％ を占め、3 人以上の家庭
は相対的に少数であった。保護者の属性を見る
と、教育水準において、母親の 45.3％、父親の
56.6％ が大学卒以上であった。就業状況について
は、母親では無職または専業主婦の家庭（35.7
％）が多数派であり、正規雇用（27.6％）と非正
規雇用（27.8％）が拮抗していた。一方、父親の
就業形態では、正規雇用が 75.5％ と圧倒的多数
を占めた。住居形態に関しては、持ち家の割合が
62.3％ と最も多く、民間賃貸、公的住宅、家族か
らの支援による居住形態も一定数認められた。子
どもの保育先については、保育所（園）が 40.4
％、幼稚園・認定こども園が 50.7％ であり、家
庭保育は 8.9％ にとどまった。世帯所得階層で
は、中所得層（500～800 万円未満）が最多の
33.3％、次いで低中所得層（200～500 万円未満）
が 32.5％ であった。一方、低所得層（200 万円未
満）は 13.8％、高所得層（800～1,200 万円未満）
は 15.3％、超高所得層（1,200 万円以上）は 5.2％
と、広範な所得分布がカバーされていた。

最後に、居住地域の分布を見ると、関東が 36.0
％と最も多く、次いで中部（19.5％）、近畿（19.0
％）、他 に、北 日 本（8.4％）、中 国・四 国（8.1
％）、九州・沖縄（9.1％）であった。総務省統計
局の 2023 年 10 月 1 日現在の人口推計によれば、
全国の女性人口の地域構成は、北日本 10.9％、関
東 34.4％、中部 16.5％、近畿 18.0％、中国・四国
8.7％、九州・沖縄 11.4％ である。この比較から、
本研究のサンプルでは北日本と中国・四国がやや
少なく、関東と中部がやや多いことがわかる。さ
らに、この傾向が統計的に有意かどうかを確認す
るため、全国の女性人口比を期待値としたカイ二
乗検定を実施した。その結果、カイ二乗統計量は
7.19、p 値は 0.207 であり、統計的に有意な差は
認められなかった。以上より、本研究のサンプル
は地域分布において日本全国の傾向をおおむね反
映しており、特定の地域に偏った構成ではないと
いえる。
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回帰分析
本研究では、子どもの発達を「学習能力」「身

体能力」「社会情緒」の三領域に分類し、それぞ
れをアウトカム変数として設定した上で、多次元
的な子どもの貧困との関連性を分析した。分析手
法としては、従属変数が離散的であり、かつ過分
散の可能性を考慮し、ポアソン回帰モデルおよび
負の二項回帰モデルを用いた。

表 8 は、貧困指標のうち「子どもの活動・体験
の剥奪」を説明変数に用いた回帰分析の結果を示
している。この説明変数は、三つの発達領域すべ
てにおいて統計的に有意な負の関連性を示し、子
どもの発達に対する明確な抑制的影響が確認され
た。特に学習能力においては、活動・体験の剥奪
を経験している子どもは、そうでない子どもに比

してスコアが 55.4％ 低くなる傾向が見られた
（IRR＝0.446, p＜0.001）。同 様 に、身 体 能 力 は
46.1％ 低下（IRR＝0.539, p＜0.001）、社会情緒は
43.3％ 低 下（IRR＝0.567, p＜0.001）し て お り、
活動・体験の剥奪が多面的に子どもの発達を阻害
する可能性が示唆された。

コントロール変数についても、いくつかの有意
な傾向が観察された。まず、性別に関しては、女
児が男児よりも社会情緒スコアで 10.0％（IRR＝
1.100, p＜0.01）、身体能力で 8.9％（IRR＝1.089, p
＜0.05）高い傾向が確認された。一方、学習能力
に関しては有意な差は認められなかった。月齢に
ついては、いずれの発達領域においても統計的に
有意な影響は見られず、対象とした年齢層（3 歳
児）においては月齢差による発達の違いは限定的

表 7 記述統計
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である可能性がある。
また、同居するきょうだいの人数については、

本人を含めて 2 人の場合に社会情緒スコアが 9.1
％（IRR＝1.091, p＜0.05）、3 人の場合には 11.2％

（IRR＝1.112, p＜0.05）高くなるなど、きょうだ
いとの関係性が社会的スキルの涵養に一定の影響
を及ぼしていることが示唆された。

家庭の社会経済的背景に関する変数のうち、母
親の教育水準は子どもの発達に対して顕著な正の
影響を与えていた。特に、大学院卒の母親を持つ
子どもは、中学校卒業の母親を持つ子どもと比較
して、学習能力が 74.8％（IRR＝1.748, p＜0.05）、
社会情緒が 60.3％（IRR＝1.603, p＜0.01）高いと
いう結果が得られた。母親の就業形態について
は、正規雇用と比較して、非正規雇用の場合に社
会情緒スコアが 14.6％ 高かった（IRR＝1.146, p
＜0.05）一方で、自営業・フリーランス・その他
の形態では、学習能力が 21.9％（IRR＝0.781, p＜
0.05）、身体能力が 25.0％（IRR＝0.750, p＜0.05）
低くなる傾向が示された。父親の就業形態につい
ては、全体として統計的に有意な関連は限定的で
あったが、自営業・フリーランス・その他に従事
する父親を持つ子どもは、学習能力が 27.1％ 高
くなる傾向が観察された（IRR＝1.271, p＜0.01）。

子どもの保育先に関しては明確な有意性は確認
されなかったものの、家庭保育を受けている子ど
もは、身体能力が 20.0％ 低い傾向を示しており

（IRR＝0.800, p＝0.058）、今後のさらなる検討が
求められる。

地域別の傾向としては、近畿地方および中国・
四国地方に居住する子どもにおいて、いずれの発
達領域においてもスコアが高く、とりわけ近畿地
方の子どもは、学習能力（24.1％、IRR＝1.241, p
＜0.05）、身 体 能 力（25.1％、IRR＝1.251, p＜
0.05）、社 会 情 緒（30.6％、IRR＝1.306, p＜0.01）
において有意な向上が認められた。

続いて、表 9 は、その他の説明変数に関する回
帰分析の結果を示している。まず、主観的な家計
逼迫感は、すべての発達領域において統計的に有
意な負の影響を及ぼしていた。とりわけ学習能力
に対する影響は顕著であり、家計の逼迫を感じて
いると回答した世帯の子どもは、そうでない子ど

もと比較して、学習能力スコアが約 25.8％ 低い
ことが示された（IRR＝0.742, p＜0.001）。身体能
力および社会情緒についても、それぞれ 15.8％

（IRR＝0.842, p＜0.05）、15.7％（IRR＝0.843, p＜
0.01）のスコア低下が観察され、主観的経済状況
が子どもの発達に及ぼす広範な影響が明らかとな
った。

一方で、客観的な経済指標である所得貧困につ
いては、学習能力に対して 32.9％ のスコア低下

（IRR＝0.671, p＝0.062）という比較的大きな効果
量が観察されたが、統計的有意性は 5％ 水準をわ
ずかに上回っていた。また、身体能力（IRR＝
0.689）および社会情緒（IRR＝0.841）に関して
も、影響の方向性としては一貫して負であった
が、いずれも統計的有意性は確認されなかった。

さらに、複数の貧困指標を組み合わせた「貧困
の重複度」を説明変数に用いた分析では、貧困の
軸が重なるごとに発達への負の影響が強まること
が明確に示された。すなわち、いずれか一つの貧
困軸が存在する場合、「貧困なし」世帯の子ども
と比較して、学習能力は 38.8％（IRR＝0.612, p＜
0.001）、身 体 能 力 は 32.3％（IRR＝0.677, p＜
0.001）、社 会 情 緒 は 27.8％（IRR＝0.722, p＜
0.001）低下することが確認された。これが二つ
の軸に増加すると、それぞれ 55.2％、43.7％、
41.6％ のスコア低下が観察され、さらに三つすべ
ての軸が重複する場合には、学習能力が 82.0％

（IRR＝0.180, p＜0.001）、身体能力が 70.1％（IRR
＝0.299, p＜0.001）、社 会 情 緒 が 65.6％（IRR＝
0.344, p＜0.001）と著しい低下が見られた。この
結果は、複合的な貧困状態が子どもの発達に対し
て相乗的かつ深刻な負の影響を及ぼすことを示し
ている。

最後に、良好な育児環境およびしつけに関する
指標は、すべての発達領域において統計的に有意
な正の関連が認められた。特に学習能力において
は、良好な育児環境が 7.4％ のスコア向上に寄与
していた（IRR＝1.074, p＜0.001）。また、身体能
力および社会情緒においても、それぞれ 5.5％

（IRR＝1.055, p＜0.001）お よ び 4.9％（IRR＝
1.049, p＜0.001）の向上が確認された。
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表 8 回帰分析の結果（説明変数：子どもの活動・体験の剥奪）
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Ⅳ．考察

本研究は、日本における多次元的な子どもの貧
困を測定し、その各側面および重複の程度が就学
前児童の発達、具体的には「学習能力・身体能
力・社会情緒」の三領域に及ぼす影響を定量的に
検証した。その結果、以下の 5 点が主な知見とし
て得られた。

第一に、「子どもの活動・体験の剥奪」指標は
すべての発達領域に対して有意な負の関連を示
し、特に学習能力においてはスコアが 55.4％ も
低下するという顕著な関連が確認された。この結
果は、物質的貧困以上に、日常的な活動や経験の
機会の欠如が子どもの成長に深刻な影響を及ぼし
得ることを示している。先行研究（Yoshikawa
et al., 2012）が示すように、幼児期における教育
的・社会的経験の重要性と合致しており、経済的
指標では捉えきれない「貧困の質的側面」に着目
する必要性を浮き彫りにしている。

第二に、「家計の逼迫」はすべての発達領域に
おいて有意な負の関連を示し、特に学習能力にお
いてはスコアが 25.8％ 低下した。これは、単な
る物資不足にとどまらず、保護者の経済的不安や

精神的余裕の欠如が、子どもの発達全般に悪影響
を及ぼす可能性を示唆している。これは「家族ス
トレスモデル」（Masarik and Conger, 2017）の
枠組みにおける、経済的困難が親の心理的苦痛や
家庭内葛藤を通じて子どもに波及するというメカ
ニズムとも整合的である。

第三に、相対的所得を用いた所得貧困指標は、
発達指標と一定の負の関連を示したものの、統計
的な有意性は限定的であった。この結果は、所得
という単一の経済的指標のみでは、子どもの発達
への影響を十分に説明しきれないことを示唆して
いる。Cooper and Stewart（2021）のレビュー
でも、所得の増加が認知的成果には正の効果をも
たらす一方で、健康や行動面への影響には一貫性
が見られないことが報告されており、本研究の結
果と整合的である。したがって、乳幼児期の発達
支援においては、所得指標に加えて、より多面的
な貧困の測定と対応が求められる。

第四に、良好な育児環境および適切なしつけ
は、すべての発達領域において肯定的な影響を及
ぼすことが明らかとなった。これは、貧困などの
逆境下であっても、家庭におけるポジティブな親
子関係や育児行動が子どもの発達リスクを緩和す
る「保護因子（protective factor）」として機能す

表 9 回帰分析の結果（その他の説明変数）
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る可能性を示している（Medicine and Council,
2000）。この結果は、経済的支援と併せて、子育
て支援プログラムや家庭訪問、育児リテラシーの
向上など、非金銭的支援の充実が重要であること
を強く示唆している。

第五に、コントロール変数の分析から、家庭構
造や社会的背景が子どもの発達に重要な影響を与
えていることが明らかとなった。例えば、兄弟姉
妹の存在は社会情緒スコアを高める効果があり、
とりわけ年上の兄姉を持つ子どもにその傾向が強
いことは、Yu and Yan（2023）の研究とも一致
する。また、父親が自営業やフリーランスである
家庭の子どもは、正規雇用者の家庭よりも学習能
力が高い傾向が見られ、柔軟な働き方が父親の育
児参加を促進している可能性を示している（Ca-
brera et al., 2018）。一方で、父親が無職の場合、
学習能力は約 20％ 低下しており、経済的困難や
心理的ストレスが子どもに及ぼす負の影響が示唆
される。ただし、就労形態の影響は、雇用状況だ
けでなく、勤務時間の柔軟性や在宅時間、育児へ
の主観的関与といった複雑な要因が関与している
可能性が高く、今後は定性的調査も含めた詳細な
分析が必要である。

さらに、地域差の分析においては、近畿地方お
よび中国・四国地方の子どもたちが、すべての発
達領域において一貫して高いスコアを示してい
た。これらの地域では、保育施設や地域支援セン
ターの充実、コミュニティのネットワーク、育児
相談などの社会的支援が整備されている可能性が
あり、地域レベルでの制度設計の重要性を示唆し
ている。

以上の結果から、子どもの貧困対策は単なる所
得再分配にとどまらず、活動・体験の保障、育児
環境の質の向上、地域社会による包括的支援など
を含む、多角的な政策アプローチが不可欠であ
る。特に、日常的な活動・体験の剥奪への対応
は、比較的低コストでありながら高い効果が期待
される点において、政策的含意が大きいと考えら
れる。

本研究にはいくつかの限界があり、今後の研究
による補完が求められる。第一に、本研究は横断
的データを用いており、子どもの貧困と発達の因

果関係の推定には限界がある。今後は縦断データ
や準実験的手法の導入により、因果推論の強化が
求められる。第二に、活動・体験の剥奪指標や発
達指標の測定において、信頼性・妥当性の面でさ
らなる検討が必要である。本研究では先行研究を
参考に指標を構成したが、今後は測定の客観性お
よび再現性の検証が求められる。第三に、サンプ
ルサイズが比較的小規模（N＝406）であり、外
的妥当性に限界があることから、より大規模かつ
多地域にわたる研究が今後の課題となる。

これらの限界を踏まえつつも、本研究は、日本
における乳幼児の多次元的貧困と発達の関連性を
実証的に明らかにした初の研究として、学術的・
実践的意義を有する。特に、従来の所得中心の議
論を超えて、子どもの日常的な経験や家庭環境の
質に焦点を当てた本研究は、貧困の包括的理解に
資する重要な知見を提供している。

Ⅴ．結論

本研究は、多次元的な子ども貧困と乳幼児の発
達との関連性を、手法的かつ実証的に明らかにし
た点において、学術的に意義のある成果を示し
た。所得水準のみでは捉えきれない貧困の質的側
面が、子どもの発達に深刻な影響を及ぼすことが
示唆され、従来の経済的支援に加えて、日常生活
における経験、育児環境、しつけといった非金銭
的要因に着目した、より包括的な政策的対応の必
要性が浮き彫りとなった。あわせて、保護者の学
歴や就労形態、居住地域の特性といった社会的決
定要因が、相互に影響し合いながら発達過程に作
用していることも明らかとなり、個人・家庭・地
域を横断する多層的な介入の重要性が示された。

本研究は、乳幼児期における発達支援の重要性
とその方向性を、理論と実証の両側面から包括的
に提示した先駆的試みであり、日本における子ど
もの貧困対策および発達政策の再構築に向けた基
盤的知見を提供するものである。子どもの健全な
成長を支えるには、経済的支援にとどまらず、家
庭内外の育児環境を整備し、地域資源へのアクセ
スを保障する、継続的かつ多面的な政策の構築が
求められる。
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